
​令和８年度市立札幌大通高等学校食堂調理等業務委託仕様書​

​この仕様書は、市立札幌大通高等学校の食堂調理等業務の内容を示すものであり、この​

​仕様書に定める事項について確実に履行しなくてはならない。​

​１　業務名​

​令和８年度市立札幌大通高等学校食堂調理等業務​

​２　目的​

​市立札幌大通高等学校の夜間部に在籍する生徒の身体の健全な発展に資するため、札​

​　幌市（以下「委託者」という。）が同校に設置する食堂（以下「食堂」という。）にお​

​　いて、低価格で栄養バランスのとれた夜間定食の提供を行うことを目的とする。​

​３　履行期間​

​令和８年４月１日～令和９年３月31日​

​４　履行場所​

​　　市立札幌大通高等学校（以下「学校」という。）​

​住所：札幌市中央区北2条西11丁目1番地1​

​５　施設概要​

​委託者は、食堂運営業務に必要な次の施設を無償で使用させるものとする。​

​(1)​​食堂施設：座席数125席​

​(2)​​厨房施設：検収区域、食品庫、専用トイレ、更衣室、下処理区域、調理室、盛付ス​

​ペース、配食スペース、洗浄室​

​(3)​​塵芥庫​

​６　基本的事項​

​(1)​​夜間定食は「夜間課程を置く高等学校における学校給食に関する法律」（昭和31 年​

​　​​　​​法​​律​​第​​157​ ​号）​​第​​2​ ​条​​の​​夜​​間​​学​​校​​給​​食​​と​​は​​異​​な​​り、​​夜​​間​​部​​で​​学​​ぶ​​生​​徒​​の​​身​​体​​の​​健​​全​​な​

​　　発展に資することを目的として、夜間部生徒全員及び午前部又は午後部の生徒で夜間​

​　　部の授業を概ね毎日受講する者のうち希望者、教職員のうち希望者を対象に提供する​

​　　ものとする。​

​(2)​​夜間定食を喫食しない生徒及び教職員を対象として、夜間定食以外の食事等の提供​

​　　することを可とする。この場合、夜間定食以外の提供については受託者の独立採算と​

​　　し、委託料の対象としない。​

​(3)​​夜間定食（16：30～17：40）及び夜間定食以外の食事等（受託者が独立採算にて提​

​　　供を行う場合のみ。概ね12：00～13：30）の提供時間帯以外は、食堂を生徒の自習ス​

​　　ペース等として開放する。​

​(4)​​利用者の安全確保及び食の安心・安全の確保​

​受託者は履行場所が教育機関であることを十分認識し、適切な危険防止措置、衛生​

​　　管理等により生徒及び教職員等本食堂利用者の安全を確保すること。また受託者は、​

​　　業務遂行に当たって、自らが食品の安全性の確保について第一義的責任を有している​

​　　ことを認識して、食材の調達、調理、提供等のあらゆる段階で食品の安全の確保に努​

​　　めること。​

​(5)​​学校教育環境の確保​

​受託者は、業務従事者の作業等が学校運営の支障とならないようにすること。​

​(6)​​利用者ニーズへの対応​



​受託者は、生徒や教職員等から寄せられた食堂運営に関する要望や苦情に対して​

​　　は、可能な範囲で積極的に対応すること。特に苦情については、原因を分析し受託者​

​　　に問題がある場合には、再発防止措置を含めて適切かつ迅速に対応し、対応の結果に​

​　　ついては学校および委託者に報告すること。​

​(7)​​施設使用料​

​受託者は学校の所有する施設や厨房機器を使用することになるが、この施設利用料​

​　　は免除する。​

​(8)​​光熱水費​

​委託者は夜間定食提供に必要となる光熱水費を負担する。夜間定食以外の食事等の​

​　　提供に伴う光熱水費は、厨房部分の光熱水費を夜間定食と夜間定食以外の食事の提供​

​　　食数により按分し、受託者が負担すること。​

​(9)​​廃棄物処理費​

​委託者は夜間定食提供に必要となる廃棄物処理費を負担する。夜間定食以外の食事​

​　　等の提供に伴う廃棄物処理費は、受託者が負担すること。​

​(10)​ ​経費分担​

​受託者の経費負担​

​　ア　食材料費​

​　イ　人件費​

​　ウ　消耗品費（洗剤、手袋等）​

​　エ　食器の購入経費​

​　オ　調理器具の購入経費​

​　カ　被服費及び洗濯代​

​　キ　保健衛生費（健康診断料・検便料等）​

​　ク　通信費（電話代等）​

​　ケ　事務用品費​

​　コ　食品営業許可等の許認可に要する経費​

​７　夜間定食の利用想定​

​(1)​​夜間定食提供時間​

​16：30から17：40とする（月曜日から金曜日の学校授業日に限る。年末年始・祝祭​

​　　日を除く。）。提供時間を変更する場合は、学校と受託者が協議の上、別に定める。​

​　　夜間定食以外の食事等の提供時間については、受託者の提案による。​

​(2)​​夜間定食の食数​

​一日200食程度を想定する。生徒数の変動等により夜間定食数が想定数よりも大幅に​

​　　異なることとなった場合には、食堂の運営方法等について学校および委託者と受託者​

​　　で協議する。​

​８　厨房機器等​

​(1)​​委託者は、委託業務を遂行するにあたり必要な別表に定める厨房機器等のみ受託者​

​　　に無償貸付けするが、それ以外に特に必要なものがある場合は、受託者の費用負担に​

​　　より用意するものとする。​

​(2)​​委託者が無償貸付けする厨房機器等の修理は、原則として委託者において行うもの​

​　　とする。但し、不注意による破損等受託者の責によると認められる場合は、受託者の​

​　　負担により修繕するものとする。​

​(3)​​食器及び調理器具、消耗品は受託者の費用負担により用意するものとする。​

​９　業務従事者について​

​(1)​​業務従事者の配置等​



​ア　業務責任者の配置​

​　　　　業務責任者として、調理師の資格を所持し、かつ令和７年12月１日現在において​

​　　　健康増進法（平成14年法律第103号）第20条第１項に規定する特定給食施設（以下​

​　　　「特定給食施設」という。）における調理業務に従事しており、かつ当該業務経験​

​　　　が令和８年３月31日で３年以上となる見込みである者を常勤職員として必ず１名以​

​　　　上配置すること。​

​　　　　業務責任者は、学校との連絡調整並びに調理業務従事者への指揮監督、調理指導​

​　　　及び衛生指導を適正に行うこと。​

​イ　副業務責任者の配置​

​　　　　副業務責任者として、調理師の資格を所持し、かつ特定給食施設における調理業​

​　　　務に２年以上従事した経験を有する者（令和８年３月31日で２年以上となる見込み​

​　　　である者を含む。）を１名以上配置すること。​

​　　　　副業務責任者は、業務責任者を補佐し、業務責任者が不在の際に職務を代行する​

​　　　こと。​

​ウ　食品衛生責任者の配置​

​　　　　受託者は、食品衛生法に基づく食品衛生責任者を置き、その者の住所、氏名を報​

​　　　告するとともに見やすい場所にその者の氏名を掲示すること。​

​エ　業務従事者の配置状況の報告​

​　　　　業務従事者の配置状況は、事前に業務従事者届を学校及び委託者に提出するこ　​

​　　　と。​

​オ　業務従事者の交代​

​　　　　業務従事者を交代する場合は、事前に業務従事者変更届を学校及び委託者に提出​

​　　　するとともに、業務に支障をきたさないようにすること。なお、この場合であって​

​　　　も業務責任者の常時配置は必須とする。​

​カ　業務従事者の交代に伴う後任者の配置​

​　　　　業務従事者の交代に伴い後任者を配置する場合は、後任者に対する業務手順、衛​

​　　　生管理等に係る現場研修を実施し、業務に支障をきたさないよう適切に対応するこ​

​　　　と。​

​　　キ　栄養士の配置​

​　　　　栄養士は受託企業に配置し、献立の作成等を行うこと。​

​(2)業務従事者の管理​

​ア　業務従事者の服装​

​　　業務従事者は業務に適した被服を着用すること。​

​イ　業務従事者の健康管理​

​①　健康診断は年１回以上、検便（検査項目は、赤痢菌、サルモネラ属菌、腸管出​

​　　　血性大腸菌）は、毎月２回以上実施し、異常がある場合は、直ちに学校へ報告の​

​　　　上、検査結果に応じて業務への従事を制限し、医師の診断を受けさせること。検​

​　　　便結果については、毎回必ず学校及び委託者へ提出すること。​

​②　健康診断および検便検査の結果、衛生上支障のある者ならびに下痢・腹痛、嘔​

​　　　吐症状、発熱、せき、外傷および皮膚病等感染症疾患の恐れがある者は、業務に​

​　　　従事させず、病院での診察および検便検査を受けさせ、原因を確認すること。​

​　　　③　業務日においては、業務従事者の個別健康確認を確実に行うこと。​

​ウ　業務従事者の教育訓練​

​業務従事者に対しては、次の教育・指導・訓練を実施し、本仕様書における各事​

​　　項の周知、業務受持者の資質の向上を図るよう努めなければならない。​

​①　安全、衛生に関すること。​

​②　調理技術、職場内手順、業務分担。​

​③　調理機器の日常点検、管理、取り扱い。​



​10　業務内容​

​(1)​​献立の作成​

​夜間定食の献立作成にあたっては次の点に配慮すること。​

​ア　主食は米飯週４回程度、麺類週１回程度とする。副食は汁物、煮物、焼き物、​

​　揚げ物、サラダ類、和え物その他を適宜提供すること。​

​イ　１食あたりのエネルギー量は820ｋcal 程度とすること。​

​ウ　材料費（全額生徒の自己負担）は１食あたり概ね380円とすること。​

​エ　販売価格については、学校にある食堂として市価より低廉な価格であるものを​

​　中心とし、夜間定食については、380円で提供することとし、販売価格を改定する​

​　場合は、事前に学校および委託者の承諾を得ること。​

​オ　受託者は自らの栄養士が創意工夫により、生徒に喜ばれる献立の提供に努める​

​　こと。​

​カ　栄養成分表示、アレルギー表示などを通じ、栄養等に関する情報提供を行うよ​

​　う努めること。​

​キ　献立及び販売価格については、利用者が確認できる食堂内の適当な位置に表示​

​　すること。​

​ク　献立の作成サイクルは１か月毎とし、作成した献立は学校の許可を得たうえ​

​　で、翌月１か月分のメニューを２週間前（４月については定食提供前）に生徒等​

​　に対し公表すること。​

​ケ　自由喫食であるが、喫食希望者には必ず提供すること。そのため、当日提供す​

​　るメニューが品切れになる場合に備え、代替メニューを事前に用意すること。​

​コ　夜間定食用の食材料（代替メニューを除く）は、当日納品を基本とし、夜間定​

​　食以外の食材料と区別して取り扱うこと。また、調理作業についても夜間定食と​

​　夜間定食以外を区別して行うこと。​

​サ　夜間定食以外の食事等の提供内容等については受託者の提案による。なお、献​

​　立については、事前に学校へ報告すること。​

​(2)​​夜間定食費の徴収及び食券の配布等​

​夜間定食及び夜間定食以外の食事提供について、代金徴収は受託者が行い、食券販​

​　　売機等による食券販売とすること。なお、受託者が徴収において、食券販売機やレジ​

​　　スター等を必要とする場合は、受託者が用意すること。​

​(3)​​食材の調達及び調理​

​受託者は食材調達及び調理を行うこと。具体的な調理方法は受託者の提案によるが​

​　　夜間定食の最終的な調理(加熱)は本施設の厨房で行うこと。夜間定食以外の調理方法​

​　　は受託者の提案による。​

​(4)​​食事の提供​

​受託者は、調理したものを適温で生徒等に提供すること。提供方法は対面セルフ​

​　　サービス方式とする。​

​(5)​​食器類等の洗浄・保管​

​受託者は使用済の食器類、調理器具、厨房機器等の洗浄、消毒を行い清潔に保管す​

​　  ること。​

​(6)​​廃棄物の処理​

​受託者は業務に伴い発生する廃棄物を適切に処理すること。夜間定食の提供により​

​　　発生した廃棄物の処理費用は委託者が負担する。また、食堂運営による廃棄物の処理​

​　　にあたり、事業者は１階に設置する塵芥庫を、廃棄物の一時保管場所として使用でき​

​　　るものとする。なお、夜間定食以外の食事等の提供に伴う廃棄物処理費は、受託者が​

​　　負担すること。​

​(7)​​衛生管理業務​



​受託者は、本業務の履行場所が教育機関であることを十分認識し、安全管理に努​

​　　め、安定的かつ継続的に実施すること。​

​　​​　​ ​次​​の​​事​​項​​に​​十​​分​​留​​意​​す​​る​​と​​と​​も​​に、​​食​​品​​衛​​生​​上​​の​​問​​題​​に​​つ​​い​​て​​は、​​第​​一​​義​​的​​責​​任​​を​

​　　有していることを認識して対処すること。​

​ア　食堂内は常に清潔に保ち整理整頓し、かつ不要な物を置かないこと。​

​イ　受託者は衛生管理体制を整え、「衛生管理計画書」を作成して学校および委託​

​　者に提出し、衛生管理の徹底を図ること。計画書の書式については受託者からの​

​　提案のうえ、学校及び委託者と協議して決定する。衛生管理計画書には、研修・​

​　検査等の実施スケジュール、厨房内清掃・実施頻度を記載すること。​

​ウ　受託者は食堂及び厨房の衛生状態を保つため、衛生管理計画書に則り、清掃、​

​　消毒、整理整頓を徹底すること。​

​エ　厨房設備等の排水を良くするよう廃棄物の流出の防止並びに排水溝の清掃を業​

​　務終了後必ず行うこと。​

​オ　業務終了後、食堂内を清掃すること。​

​カ　受託者は食品衛生法（昭和22年法律第233号）など衛生管理関係の諸規程を遵守​

​　するとともに、保健所を始めとする関係諸官庁の指導・マニュアル等に従った業​

​　務遂行を徹底すること。​

​(8)業務計画の作成​

​ア　受託者は、事業開始前に「運営業務計画書」ならびに「衛生管理計画書」を作成​

​　　　し、学校及び委託者に提出すること。​

​　　イ　運営業務計画書には、運営管理体制、モニタリングの実施予定、業務従事者の教​

​　　　育研修体制、非常時対応策を記載すること。​

​　　ウ　業務の遂行にあたっては、作業工程表および作業動線図をもとに業務履行に関す​

​　　　る事前打ち合わせを学校と十分行うこと。また、業務履行上の疑義については事前​

​　　　に確認しておくこと。​

​　　エ　学校および委託者から調査および報告を求められた場合、直ちに資料提出および​

​　　　業務改善にかかる報告を行うこと。​

​11　営業許可等​

​食品衛生法に基づく営業許可の申請、その他法令が定める諸官庁への申請・届出等に​

​　ついては、すべて受託者の負担において行うこと。​

​12　賠償責任保険​

​受託者は、偶然の事故や食中毒等の万一に備えて請負業者賠償責任保険及び生産物賠​

​　償責任保険に加入すること。​

​13　環境配慮​

​受託者は、環境配慮について次の各号に定める事項に十分留意すること。​

​(1)​​食器等の洗浄時に、石けんなど、分解性が高く、環境への負荷の少ない洗剤等を使​

​　  用するよう努めること。​

​(2)​​洗剤等については、適正使用及び減量使用を図ること。​

​(3)​​食材の搬入等に回収可能な容器を使用するなど、廃棄物削減に配慮すること。​

​(4)​​生ゴミについては、発生抑制、再生利用及び減量について配慮すること。​

​(5)​​業務従事者に対し、委託者の敷地内は全面禁煙であることを周知し、徹底させるこ​

​　　と。​

​14　施設使用等​

​(1)​​業務実施日の施設使用時間は、受託者と学校が別に定めるものとする。ただし、定​



​　　めた日及び時間以外に使用する必要がある場合は、学校の承認を得ること。​

​(2)​​終業時には電気・ガス等の点検、戸締りを行うこと。​

​(3)​​その他施設の使用にあたっては、学校の指示に従うこと。​

​15　業務報告等​

​(1)​​受託者は、業務開始日までに、次の項目について学校及び委託者に提出すること。​

​ア　営業許可証の写し​

​イ　業務従事者名簿（様式１）​

​ウ　業務従事者配置計画書（様式２）​

​エ　業務履行開始前１年以内に実施した全業務従事者の健康診断結果（様式３）及び​

​　　　医療機関による診断結果の写し​

​オ　業務責任者及び副業務責任者の調理師免許（写）​

​　※様式については、提示した様式に準じた別の様式を用いることができるものとす​

​　　　　るが、委託者に確認のうえ提出すること。​

​(2) 業務履行期間中に、業務従事者に変更が生じる場合は、すみやかに学校及び委託者​

​　　に提出すること。​

​ア　業務従事者変更届（様式４）​

​イ　業務責任者及び副業務責任者に変更が生じる場合は、調理師免許（写）​

​ウ　従事開始前１年以内に実施した健康診断結果（写）​

​(3)​ ​労​​働​​者​​の​​支​​給​​賃​​金​​状​​況​​を​​確​​認​​す​​る​​た​​め、​​年​​１​​回、​​委​​託​​者​​が​​指​​定​​す​​る​​期​​日​​ま​​で​​に、​​業​

​務従事者支給賃金状況報告書（様式5）を委託者に提出すること。​

​(4)​ ​受​​託​​者​​は、​​毎​​月​​１​​月​​分​​の​​実​​績​​食​​数​​を​​取​​り​​ま​​と​​め、​​夜​​間​​定​​食​​販​​売​​実​​績​​報​​告​​書​​を​​翌​​月​​７​

​日までに学校および委託者に報告すること。​

​(5)​ ​受​​託​​者​​は、​​販​​売​​品​​目​​及​​び​​価​​格​​を​​変​​更​​又​​は​​追​​加​​す​​る​​場​​合、​​20​​日​​前​​ま​​で​​に​​学​​校​​及​​び​​委​​託​

​者に報告し、承認を受けること。​

​(6) 緊急時の連絡体制及び連絡先を報告すること。​

​(7)​ ​受​​託​​者​​は、​​自​​ら​​用​​意​​し​​持​​ち​​込​​ん​​だ​​什​​器​​等​​に​​つ​​い​​て、​​台​​帳​​を​​整​​備​​し、​​そ​​の​​写​​し​​を​​委​​託​

​者に提出すること。なお、台帳を修正した場合、速やかに修正部分を報告すること。​

​(8)​ ​受​​託​​者​​は、​​法​​令​​に​​基​​づ​​く​​検​​査​​を​​実​​施​​し​​た​​場​​合​​は、​​そ​​の​​結​​果​​を​​速​​や​​か​​に​​学​​校​​及​​び​​委​​託​

​者に報告すること。​

​(9) 各種調査・資料作成に協力すること。​

​(10) その他必要な事項について報告すること。​

​16　特記事項​

​(1)​​受託者は、食堂の運営に関し、委託者の施策・方針に基づき協力を求められた場​

​　　合、できる限り配慮すること。​

​(2)​​受託者は、この仕様書以外に学校及び委託者が改善の必要を認めた事項について、​

​　   別途協議の上改善に努めること。​

​(3)​​その他疑義が生じた場合は、別途協議のうえ決定する。​



様式１ 

この様式により難いときは、この様式に準じた別の様式を用いることができる。 

  年  月  日 

業 務 従 事 者 名 簿 

（あて先）札 幌 市 長 

                      住  所 

受託者  商号又は名称 

代表者氏名                   ㊞  

  

次の業務において、業務対象施設に日常的に従事する労働者の名簿を提出いたします。 

業務名                              

氏    名 
（雇用年月日） 

年
齢 

雇用契約上の所定労働時間等 
社会保険の 
加 入 状 況 

備  考 
（資格等） 

１  
 

（  年  月  日雇用） 

 
日：    時間 週：    時間 健康 

保険  
 

※所定労働時間が法定（注）を超える場合の適用制度 
（  変形労働時間制 ・ 監視断続的労働  ） 

雇用 
保険  

２  
 

（  年  月  日雇用） 

 
日：    時間 週：    時間 健康

保険  
 

※所定労働時間が法定（注）を超える場合の適用制度 
（  変形労働時間制 ・ 監視断続的労働  ） 

雇用
保険  

３  
 

（  年  月  日雇用） 

 
日：    時間 週：    時間 健康

保険  
 

※所定労働時間が法定（注）を超える場合の適用制度 
（  変形労働時間制 ・ 監視断続的労働  ） 

雇用
保険  

４  
 

（  年  月  日雇用） 

 
日：    時間 週：    時間 健康

保険  
 

※所定労働時間が法定（注）を超える場合の適用制度 
（  変形労働時間制 ・ 監視断続的労働  ） 

雇用
保険  

５  
 

（  年  月  日雇用） 

 
日：    時間 週：    時間 健康

保険  
 

※所定労働時間が法定（注）を超える場合の適用制度 
（  変形労働時間制 ・ 監視断続的労働  ） 

雇用
保険  

６  
 

（  年  月  日雇用） 

 
日：    時間 週：    時間 健康

保険  
 

※所定労働時間が法定（注）を超える場合の適用制度 
（  変形労働時間制 ・ 監視断続的労働  ） 

雇用
保険  

７  
 

（  年  月  日雇用） 

 
日：    時間 週：    時間 健康

保険  
 

※所定労働時間が法定（注）を超える場合の適用制度 
（  変形労働時間制 ・ 監視断続的労働  ） 

雇用
保険  

８  
 

（  年  月  日雇用） 

 
日：    時間 週：    時間 健康

保険  
 

※所定労働時間が法定（注）を超える場合の適用制度 
（  変形労働時間制 ・ 監視断続的労働  ） 

雇用
保険  

９  
 

（  年  月  日雇用） 

 
日：    時間 週：    時間 健康

保険  
 

※所定労働時間が法定（注）を超える場合の適用制度 
（  変形労働時間制 ・ 監視断続的労働  ） 

雇用
保険  
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（  年  月  日雇用） 

 
日：    時間 週：    時間 健康

保険  
 

※所定労働時間が法定（注）を超える場合の適用制度 
（  変形労働時間制 ・ 監視断続的労働  ） 

雇用
保険  

（注）「法定」とは、労働基準法第32条に定める労働時間（原則として、一日につき８時間、一週間につき40時間）を意味する。 



様式２

 通常の業務日1日当たりの労働者の配置計画を報告します。 労働時間（所定内） 監視・断続的労働

労働時間（時間外） 休憩時間

業務名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ａ・Ｂ・Ｃ

Ａ・Ｂ・Ｃ

Ａ・Ｂ・Ｃ

Ａ・Ｂ・Ｃ

Ａ・Ｂ・Ｃ

Ａ・Ｂ・Ｃ

Ａ・Ｂ・Ｃ

Ａ・Ｂ・Ｃ

Ａ・Ｂ・Ｃ

Ａ・Ｂ・Ｃ

合計 　複数労働者で
ローテーション
を組んでいる場
合は、業務従事
者名簿（様式
１）により報告
したすべての労
働者について記
載する必要はあ
りません。

業務従事者配置計画書

Ａ

Ｂ

Ｃ

合　　　　　　　　　計

合　計

従事
者№

従事者
区分

（Ａ・Ｂ・Ｃ） 労働
時間

変形
労働
時間制

時間帯別従事者人数
（１時間単位で記載）

１日の労働時間等
（単位：時間）

休憩
時間10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 239

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9

0 1 2 3 4 5 6 7 8

19 20 21 22 2310 11 12 13 14 15 16 17 18

この様式により難いときは、この様式に準じた別の様式を用いることができる。



様式３ 

この様式により難いときは、この様式に準じた別の様式を用いることができる。 

  年  月  日 

業務従事者健康診断受診等状況報告書 

（あて先）札 幌 市 長 

                      住  所 

受託者  商号又は名称 

代表者氏名                   ㊞ 

 下記１の業務に日常的に従事している労働者（「業務従事者名簿（様式１－１)」により報告した労働

者）の労働安全衛生法に基づく健康診断について、当該年度（昨年４月～本年３月）の受診状況を下記

２のとおり報告いたします。 

記 

１ 業 務 名                             

        （※業務履行期間：  年  月  日～  年  月  日） 

２ 健康診断受診状況 

氏    名 

社会保険の 
加 入 状 況 

健康診断受診状況 備  考 
健 康
保 険 

雇 用
保 険 

１    

・ 受診済み（  年  月  日） 
・ 受診予定（  年  月頃） 
・ 受診なし ※備考欄に理由を記載 

 

２    

・ 受診済み（  年  月  日） 
・ 受診予定（  年  月頃） 
・ 受診なし ※備考欄に理由を記載 

 

３    

・ 受診済み（  年  月  日） 
・ 受診予定（  年  月頃） 
・ 受診なし ※備考欄に理由を記載 

 

４    

・ 受診済み（  年  月  日） 
・ 受診予定（  年  月頃） 
・ 受診なし ※備考欄に理由を記載 

 

５    

・ 受診済み（  年  月  日） 
・ 受診予定（  年  月頃） 
・ 受診なし ※備考欄に理由を記載 

 

６    

・ 受診済み（  年  月  日） 
・ 受診予定（  年  月頃） 
・ 受診なし ※備考欄に理由を記載 

 

７    

・ 受診済み（  年  月  日） 
・ 受診予定（  年  月頃） 
・ 受診なし ※備考欄に理由を記載 

 

８    

・ 受診済み（  年  月  日） 
・ 受診予定（  年  月頃） 
・ 受診なし ※備考欄に理由を記載 

 

９    

・ 受診済み（  年  月  日） 
・ 受診予定（  年  月頃） 
・ 受診なし ※備考欄に理由を記載 
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・ 受診済み（  年  月  日） 
・ 受診予定（  年  月頃） 
・ 受診なし ※備考欄に理由を記載 

 

 



（様式 4） 

業 務 従 事 者 変 更 届 

令和  年  月  日 
札幌市長      行 

受託者 住  所                 

会 社 名                 

代表者名               印 

下記のとおり、食堂調理等業務の従事者の配置を変更いたします。 

 

記 

学校名 

 

１ 業務責任者 

 

２ 副業務責任者 

 

３ その他の調理業務従事者 

 

区

分 

ﾌﾘｶﾞﾅ 

氏 名 
性別 年齢 

札幌市 

学校給食 

調理経験 

特定給食 

調理経験 
住 所 連絡先 

変 

更 

前 

 
男 
・ 

女 
 年 年 

  

変 

更 

後 

 
男 
・ 

女 
 年 年 

  

変 更 年 月 日 令和  年  月  日 

変 更 理 由  

区

分 

ﾌﾘｶﾞﾅ 

氏 名 
性別 年齢 

札幌市 

学校給食 

調理経験 

特定給食 

調理経験 
住 所 連絡先 

変 

更 

前 

 
男 
・ 

女 
 年 年 

  

変 

更 

後 

 
男 
・ 

女 
 年 年 

  

変 更 年 月 日 令和  年  月  日 

変 更 理 由  

区

分 

ﾌﾘｶﾞﾅ 

氏 名 
性別 年齢 

札幌市 

学校給食 

調理経験 

特定給食 

調理経験 住 所 連絡先 

変 

更 

前 

 
男 
・ 

女 
 年 年 

  

変 

更 

後 

 
男 
・ 

女 
 年 年 

  

変 更 年 月 日 令和  年  月  日 

変 更 理 由  



様式5

商号又は名称

作　成　者 　　　（連絡先　　　　　　 　　　　　　　　　）

給与Ａ　① 給与Ｂ　②
基本給 通勤手当
その他 精皆勤・家族手当

ア 40歳未満

（　　　　　　　　）円ウ 65歳以上 Ｃ  ・ その他 （　　　　　　　　　）

Ａ

イ 40歳以上
　　65歳未満

Ｂ

 ・ 変形労働時間制 月給・日給・時給

 ・ 監視・断続的労働

Ａ  ・ 変形労働時間制

Ｂ  ・ 監視・断続的労働

（　　　　　　　　）円Ｃ  ・ その他 （　　　　　　　　　）

月給・日給・時給
イ 40歳以上
　　65歳未満

Ｂ  ・ 監視・断続的労働

 ・ その他 （　　　　　　　　　） （　　　　　　　　）円

イ 40歳以上
　　65歳未満

ウ 65歳以上

ウ 65歳以上

Ｂ  ・ 監視・断続的労働

（　　　　　　　　）円ウ 65歳以上 Ｃ  ・ その他 （　　　　　　　　　）

ア 40歳未満 Ａ  ・ 変形労働時間制

イ 40歳以上
　　65歳未満

Ｂ

社会保険
加入状況

雇用
保険

（　　　　　　　　）円

ア 40歳未満 Ａ 月給・日給・時給

業務従事者支給賃金状況報告書

１月の
所定
労働
日数

業務名

健康
保険

月支給
合計③

（①＋②）

月～　月末
までの
賞与等

基本給形態
（金額）

月支給額内訳
（時給・日給は月額合計）

所定労働時間（実績）

備　　考※左記の時間が法定労働
　時間を超えている場合
　の手続等

業務従事者

区分年齢№ 日 週 月

 ・ 変形労働時間制

 ・ 監視・断続的労働

 ・ 変形労働時間制

イ 40歳以上
　　65歳未満

ウ 65歳以上

Ｂ

Ｃ  ・ その他 （　　　　　　　　　）

ア 40歳未満 Ａ

ウ 65歳以上 Ｃ

（　　　　　　　　）円

イ 40歳以上
　　65歳未満

Ｂ

ア 40歳未満  ・ 変形労働時間制 月給・日給・時給

 ・ 監視・断続的労働

 ・ その他 （　　　　　　　　　）

Ａ

ウ 65歳以上 Ｃ

ア 40歳未満 Ａ 月給・日給・時給

（　　　　　　　　）円 ・ その他 （　　　　　　　　　）

イ 40歳以上
　　65歳未満

Ｂ

ウ 65歳以上

ア 40歳未満 Ａ  ・ 変形労働時間制

（　　　　　　　　）円 ・ その他 （　　　　　　　　　）

月給・日給・時給

 ・ 監視・断続的労働

 ・ 変形労働時間制

 業務従事者名簿で報告した労働者の　　　　年　　月に支給した支給賃金状況を次の表のとおり報告します。

イ 40歳以上
　　65歳未満

月給・日給・時給ア 40歳未満

Ｃ

月給・日給・時給

 ・ 監視・断続的労働

Ｃ

この様式により難いときは、この様式に準じた別の様式を用いることができる。



様式5

給与Ａ　① 給与Ｂ　②
基本給 通勤手当
その他 精皆勤・家族手当

イ 40歳以上
　　65歳未満

Ｂ  ・ 監視・断続的労働

（　　　　　　　　）円

月給・日給・時給

 ・ その他 （　　　　　　　　　）

ア 40歳未満 Ａ

ウ 65歳以上 Ｃ

 ・ 変形労働時間制

イ 40歳以上
　　65歳未満

Ｂ  ・ 監視・断続的労働

（　　　　　　　　）円

イ 40歳以上
　　65歳未満

Ｂ  ・ 監視・断続的労働

（　　　　　　　　）円

ア 40歳未満 Ａ

ウ 65歳以上 Ｃ

 ・ 変形労働時間制 月給・日給・時給

 ・ その他 （　　　　　　　　　）

イ 40歳以上
　　65歳未満

Ｂ  ・ 監視・断続的労働

（　　　　　　　　）円

ア 40歳未満 Ａ

ウ 65歳以上 Ｃ

 ・ 変形労働時間制 月給・日給・時給

 ・ その他 （　　　　　　　　　）

月給・日給・時給

 ・ その他 （　　　　　　　　　）

ア 40歳未満 Ａ

ウ 65歳以上 Ｃ

 ・ 変形労働時間制

イ 40歳以上
　　65歳未満

Ｂ  ・ 監視・断続的労働

（　　　　　　　　）円

イ 40歳以上
　　65歳未満

Ｂ  ・ 監視・断続的労働

（　　　　　　　　）円

ア 40歳未満 Ａ

ウ 65歳以上 Ｃ

 ・ 変形労働時間制 月給・日給・時給

 ・ その他 （　　　　　　　　　）

イ 40歳以上
　　65歳未満

Ｂ  ・ 監視・断続的労働

（　　　　　　　　）円

ア 40歳未満 Ａ

ウ 65歳以上 Ｃ

 ・ 変形労働時間制 月給・日給・時給

 ・ その他 （　　　　　　　　　）

月給・日給・時給

 ・ その他 （　　　　　　　　　）

ア 40歳未満 Ａ

ウ 65歳以上 Ｃ

 ・ 変形労働時間制

イ 40歳以上
　　65歳未満

Ｂ  ・ 監視・断続的労働

（　　　　　　　　）円

イ 40歳以上
　　65歳未満

Ｂ  ・ 監視・断続的労働

（　　　　　　　　）円

ア 40歳未満 Ａ

ウ 65歳以上 Ｃ

 ・ 変形労働時間制 月給・日給・時給

 ・ その他 （　　　　　　　　　）

イ 40歳以上
　　65歳未満

Ｂ  ・ 監視・断続的労働

（　　　　　　　　）円

ア 40歳未満 Ａ

ウ 65歳以上 Ｃ

 ・ 変形労働時間制 月給・日給・時給

 ・ その他 （　　　　　　　　　）

月給・日給・時給

 ・ その他 （　　　　　　　　　）

ア 40歳未満 Ａ

ウ 65歳以上 Ｃ

 ・ 変形労働時間制

備　　考
№ 年齢 区分 日 週 月

※左記の時間が法定労働
　時間を超えている場合
　の手続

雇用
保険

健康
保険

業務従事者 所定労働時間（実績） １月の
所定
労働
日数

基本給形態
（金額）

月支給額内訳
（時給・日給は月額合計） 月支給

合計③
（①＋②）

月～　月末
までの
賞与等

社会保険
加入状況

この様式により難いときは、この様式に準じた別の様式を用いることができる。




